
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ 現状 

（１）地域の災害リスク 

①地形・地質等および近年の災害記録 

水俣市は、九州の西部、熊本県の最南端に位置し、面積１６３．２９ｋ㎡で北は葦北郡津奈木町、

葦北郡芦北町の矢城山（５８５．９ｍ）、大関山(９０１．８ｍ)系に、東は球磨郡と国見山(８６７

ｍ)及びそれに連なる山系に、南は矢筈山（６８７．３ｍ）鬼嶽山(７３４．９ｍ)系により鹿児島

県出水市、伊佐市と境を接し、西は不知火海に面し、約３０ｋｍの海岸線を有し、市域の大部分は

山間部で占めている。 

市の中央を東西に横断する水俣川は、越小場に源を発し久木野川と宝川内川は市渡瀬付近にお

いて水俣川に合流、鬼嶽山及び矢筈山にそれぞれ源を発する支川は、湯出三本松付近で湯出川を構

成し、南北に走って水俣川河口上流２ｋｍ地点で水俣川に合流、川幅１００ｍの水俣川は不知火海

に注いでいる。その他の主な河川として、県境を流れる境川、袋地区を貫流する袋川があり、長崎

川、初野川、牧ノ内川、多々良川、坂口川等がある。 

市街地は水俣川河口に広がる平坦地に形成し、人口が集中している。 

地質は本市の九州山系の西南延長部と南九州の第三紀火山群との複合する地域に当たる九州山

系を構成する。基盤石は古生層、中生層即ち珪岩、角岩、石灰岩、輝緑凝灰石、砂岩、硬砂岩、粘

板岩よりなり、走向はＮ６０ﾟ～８０ﾟＥで、Ｓに６０ﾟ～８０ﾟ傾斜する秩父古生層と南西－北東に

走る逆断層をもって石灰岩の薄層を伴う礫岩、砂岩、頁岩、互層、珪岩よりなる鳥の巣、白木、筏

瀬間の古生層、中生層のサンドイッチ構造とともにいわゆる西南日本外帯の帯状構造をなして北

東－南西に伸びている。この古生層、中生層とともに葦北郡津奈木町平国より湯浦大野を結ぶ南縁

には第三紀層を角閃岩、安山岩類及び輝岩安山岩類が広範囲に被覆している。本地域の火山として

認められるものに西より矢筈、鬼嶽、大関の諸山があるがほとんど開析されて矢筈岳では、頂上付

近まで含紫蘇輝石普通輝石安山岩及び両輝石安山岩の集塊岩が露出し、山頂は緻密な含橄攬石紫

蘇輝石普通輝石安山岩の火山岩類が分布し、また鬼嶽の西南斜面においては、基盤岩（砂岩）が頂

上近くまで露出し、山頂は乳房状に含橄攬石紫蘇輝石普通輝石安山岩の緻密な岩塊が火山岩系を

なしている。大関山は、前記二山に比較してやや開析度が低く、山頂部は含橄攬石紫蘇輝石普通輝

石安山岩が広がりを有している。 

 近年の災害としては、平成１５年７月の九州豪雨（熊本県南集中豪雨）において、宝川内集地区

及び深川新屋敷地区で発生した土石流災害により、１９名が死亡、７名が負傷し、市内に甚大な被

害をもたらした。この他、高温、大雨等による異常気象により、平成２９年７月の九州北部豪雨、

平成３０年７月の西日本豪雨、令和元年８月の九州北部豪雨、令和２年７月豪雨、令和３年８月の

大雨など、過去に経験したことのない規模の災害が毎年のように発生し、市内各地に甚大な被害を

もたらしている。 

 

②地震・津波 

令和 4年度水俣市地域防災計画によると、被害想定の対象地震は、布田川・日奈久断層帯、出水

断層帯、南海トラフ、人吉盆地南縁断層帯、雲仙断層群、別府・万年山断層帯の、６つの地震とな

っている。 

南海トラフの３０年以内の発生確率は７０～８０％、布田川・日奈久断層帯については発生確率

１６％以下とはなるものの国の相対的評価はＳランクと切迫度が最も高い位置づけとされている。 

地震・津波による本市への被害が推定される結果は次に示す内容の他、道路や上下水道をはじめと

するライフラインなどへの甚大な被害が推定される。 

 

 



・最大想定震度および最大津波高・津波波高 

※津波高とは地盤面から波の最頂部までの高さ。 

※津波波高とは朔望平均満潮位（水俣市＝１．５ｍ）から波の最頂部までの高さ 

・人的被害 

 
 

・建物被害（別府・万年山断層帯については想定無し） 



③洪水 

重ねるハザードマップ（国土交通省）によると、水俣商工会議所管内においては最大で５０cmか

ら５ｍになることが想定されており、その大部分を平野である中心市街地と各河川流域が占めて

いる。 

 

④土砂災害 

重ねるハザードマップ（国土交通省）によると、土砂災害については、中心市街地においては警

戒区域の設定されていないものの、市域の大部分を占める山間部で土石流危険渓流、地すべり危険

箇所、急傾斜地崩壊危険箇所が広範囲にわたって設定されている。 



⑤高潮 

重ねるハザードマップ（国土交通省）によると、高潮被害は、主に水俣川より鹿児島県側寄りの

中心市街地等平野部と牧ノ内・桜が丘・白浜町・袋の平野部が広域にわたり最大０．５ｍ～３ｍ、

河川流域の一部と湯の児などの沿岸部地域で最大５ｍ～１０ｍと想定されている。 

 

⑥感染症 

新型インフルエンザは、１０年から４０年の周期で出現し、世界的に大きな流行を繰り返してい

る。人から人に持続的に感染するウイルスを病原体とするインフルエンザであって、国民の大部分

が免疫を獲得しておらず、全国的かつ急速なまん延により、国民の生命及び健康に重大な影響を与

える恐れがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）水俣商工会議所管内における事業者の状況 

事業者数 １，２４９（うち、小規模事業者数 ９４４） ※平成２８年経済センサスより 

 [内訳] 

卸売・小売、飲食、生活関連サービスについては、中心市街地に多く分布するものの、市内各所

に点在している。他業態においては、市内各所に広く点在する。 

 

（３）これまでの取組 

①水俣市の取組 

  ・水俣市地域防災計画の策定 

  ・水俣市ハザードマップ、水俣市ハザードマップＷｅｂ版、水俣市地震ハザードマップの整備 

・防災訓練の実施                                       

  ・防災フェスタの実施                                        

  ・災害時業務継続計画の策定                                

 

 ②水俣商工会議所の取組 

  ・事業者ＢＣＰに関する国の施策等の周知 

   会報を活用した周知や、各種会議、巡回・窓口相談時に関係資料を配布。 

・事業継続力強化計画作成講座の開催（オンデマンド） 

   危機管理や事業継続力強化計画を策定するうえで必要な知識習得の機会を、時間・場所を問わ 

ず提供可能なオンデマンド形式で常時開催。 

・日本商工会議所や熊本県火災共済協同組合等と連携した損害保険への加入促進 

   日本商工会議所の各ＰＬ保険制度、情報漏洩賠償責任保険制度、業務災害補償プラン、休業補 

償プランについて各損害保険会社と連携。また、熊本県火災共済協同組合と連携し、小規模事 

業者へ火災・地震保険等の加入促進を実施。 

・防災備蓄品の準備 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ 課題 

現状では、緊急時の対応について漠然とした内容にとどまり、具体的な体制やマニュアルが整備

されていない。加えて、平時・緊急時の対応を推進するノウハウを持った人員が十分にいない、保

険・共済に対する助言を行える当所経営指導員等職員が不足している、といった課題が浮き彫りに

なっている。 

また、管内の小規模事業者をはじめとする多くの事業者側においても、事業継続力強化計画の策

定の必要性に関する認識がまだまだ低く、未だ啓発・普及段階から脱しきれていない。 

双方における課題を起因させる共通の要因として、事業環境が限られた人員体制・経営資源が前提

とされていることが想定される。 

 

Ⅲ 目標 

これまでに記述した現状と課題を踏まえ、小規模事業者の自然災害等への事前の備え、事後のい

ち早い復旧を支援するため、水俣商工会議所と水俣市が連携しながら小規模事業者を中心とする

事業者に対し、以下の取組について計画し実行を進める。 

・被害の把握・情報共有ルートの確立 

  発災時における連絡体制を円滑に行うため、当所と水俣市の間における被害の把握・情報共有ル

ートを構築する。 

・当所体制の整備、関係機関との連携体制構築 

  発災後、速やかな復興支援策を行えるよう、当所組織内の体制、関係機関との連携体制を平時か

ら構築する。 

・ＢＣＰ策定の必要性の周知強化 

  当所および水俣市により、管内小規模事業者等に対し、災害によって危機的状況下に置かれた場

合でも、業務が継続できる方策を予め準備することの必要性を周知する。 

当所の周知ツールとして具体的には当所会報：水俣商工だよりを活用する。 

・管内小規模事業者等のＢＣＰ策定支援の強化 

経営資源が限られ、様々な制約が多い小規模事業者等に対し、ＢＣＰ策定の取り組みが進めやす

いよう支援強化を図る。 

 

上記内容に変更が生じた場合は、速やかに熊本県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 

水俣商工会議所と水俣市の役割と体制を明確にし、連携して以下の事業を実施する。 

 

＜１．事前の対策＞ 

本計画を基に役割分担、体制を整理し、自然災害等発生時に混乱なく応急対応等に取り組めるよう

にする。 

 

①小規模事業者等に対する災害などのリスクの周知 

・巡回経営指導時に、ハザードマップ等を用いながら、各事業所立地場所における自然災害等の

リスクおよびその影響を軽減するための取組や対策（事業休業への備え、水災補償等の損害保

険・共済加入、行政の支援策の活用等）について説明する。 

・当所会報やホームページ等において、国の施策の紹介や、リスク対策の必要性、損害保険や生

命保険、傷害保険等の概要、事業者ＢＣＰに積極的に取り組む小規模事業者等の紹介等を行

う。 

・小規模事業者等に対し、事業者ＢＣＰ（即時に取組可能な簡易的なものを含む）の策定による

実効性のある取組の推進や、効果的な訓練等について指導および助言等を行う。 

・経営資源が限られ、様々な制約が多い小規模事業者等に対する普及啓発セミナーを、時間・場

所について制約を受けないオンデマンド形式で常時実施する。なお、オンデマンドセミナーの

周知については当所会報・ホームページで行う。 

 

※定量目標 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 
セミナー開催数 オンデマンド

形式にて随時 

オンデマンド

形式にて随時 

オンデマンド

形式にて随時 

オンデマンド

形式にて随時 

オンデマンド

形式にて随時 
ＢＣＰ策定件数 ２件 ３件 ４件 ５件 ５件 

 

②水俣商工会議所の事業継続計画の作成 

別紙参照（令和５年度作成。） 

 

③関係団体等との連携 

・保険会社等に専門家の派遣を依頼し、損害保険の紹介等を実施する。 

・関係機関へ普及啓発ポスターの掲示を依頼するなど、普及啓発について連携し実施する。 

 

④フォローアップ 

・管内小規模事業者等の事業者ＢＣＰ等に対する取組状況の確認を行う。 

・水俣商工会議所と水俣市で、管内小規模事業者等のＢＣＰ策定に関する取組状況の情報の共有

を図り、必要な対応を都度協議し実施する。 

 

⑤当該計画に係る訓練の実施 

・大規模自然災害が発生したと仮定し、水俣商工会議所と水俣市間で連絡ルートの確認等を行

う。訓練は必要に応じて実施する。 

 

 



＜２．発生後の対策＞ 

自然災害等による発災時には、人命救助が第一であることは言うまでもない。そのうえで、下記

の手順で地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡する。 

 

①応急対策の実施可否の確認 

発生後は可能な限り速やかに職員の安否確認を行う。 

（携帯電話やＳＮＳ等を利用した安否確認や業務従事の可否、大まかな被害状況（建物や道路等

インフラなど）等を水俣商工会議所と水俣市とで共有する。） 

 

②応急対策の方針決定 

・水俣商工会議所と水俣市との間で、被害状況や被害規模に応じた応急対策の方針を決める。 

ただし、大規模自然災害等の場合の職員の出勤については、職員自身の目視等により命の危険

を感じる場合は、出勤をせず、職員自身がまずは安全を確保し、警報解除後に出勤する。 

・職員全員が被災する等により応急対策ができない場合に、水俣商工会議所または水俣市の応急

的な役割分担を決める。 

・大まかな被害状況を確認し、１日以内に情報を共有する。 

大規模な被害がある ・地区内の１０％程度の事業所で「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」

など、比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内の１％程度の事業所で、「床上浸水」「建物の全壊・半壊」

など、大きな被害が発生している。 

・被害が見込まれている地域において連絡がとれない、もしくは交

通網が遮断されており、確認ができない。 

被害がある ・地区内の１％程度の事業所で「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」

など、比較的軽微な被害が発生している。 

・地区内の０．１％程度の事業所で、「床上浸水」「建物の全壊・半

壊」など、大きな被害が発生している。 

ほぼ被害はない ・目立った被害の情報はない。 

※なお、連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

・本計画により、水俣商工会議所と水俣市は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

発災後～１週間 １日に２回共有する（午前、午後） 

２週目～１か月 １日に１回共有する 

１か月経過以降 週に１回共有する 

 

・「水俣市地域防災計画」を踏まえ、必要な情報の把握と発信を行うとともに、交代勤務を導入

する等の体制維持に向けた対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜３．発生時における指示命令系統・連絡体制＞ 

・自然災害等発生時に地区内の小規模事業者の被害情報の迅速な報告および指揮命令を円滑に行

うことができる仕組みを構築する。 

・自然災害による二次被害を防止するため、被災地域での活動を行うことについて決める。 

・水俣商工会議所と水俣市は、被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品等）の算定

方法について、あらかじめ確認しておく。 

・水俣商工会議所と水俣市が共有した情報を、熊本県商工振興金融課あてにメールまたはＦＡＸに 

て報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜４．応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援＞ 

・水俣商工会議所は、臨時に対応できる相談窓口の開設方法について、水俣市と協議のうえ、管内

小規模事業者等へ周知を図る。（国からの依頼を受けた場合は、特別相談窓口を設置する。） 

・安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

・管内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

・応急時に有効な被災事業者施策（国、熊本県、水俣市の施策）について、管内小規模事業者等へ

周知する。 

・管内中小・小規模事業者から要請・要望がある場合は、水俣商工会議所と水俣市で集約し、熊本

県と情報共有を行う。 

 

＜５．管内小規模事業者等に対する復興支援＞ 

・熊本県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を行う。 

・被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの応援派遣等を

熊本県等に相談する。 

・発災後の各種支援制度（融資制度、補助制度等）についても、国の機関や熊本県等を通じて水俣

商工会議所と水俣市で情報収集を行い、事業者への情報提供を行う。 

 

上記内容に変更が生じた場合は、速やかに熊本県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和６年３月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の事

業継続力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指

導員の関与体制 等） 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

  氏 名：倉本 博和 

  連絡先：水俣商工会議所 ℡０９６６－６３－２１２８ 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

  本計画の具体的な取り組みの企画や実行 

  本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（１年に１回以上） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①水俣商工会議所 

  〒８６７－００４２ 熊本県水俣市大園町１－１１－５ 

  ＴＥＬ０９６６－６３－２１２８ ＦＡＸ０９６６－６３－６４７４ 

  E-mail：mail@minamata-cci.or.jp 

②水俣市産業建設部経済振興課 

  〒８６７－８５５５ 熊本県水俣市陣内１－１－１ 

  ＴＥＬ０９６６－６１－１６２８ ＦＡＸ０９６６－６２－３３１１ 

  E-mail：keizai@city.minamata.lg.jp 

※上記内容に変更が生じた場合は、速やかに熊本県へ報告する。 



（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令９和年度 令和１０年度 

必要な資金の額 312 312 312 312 312 

 

セミナー開催費 

※オンデマンド 

 

広報費 

※水俣商工だより 

132 

 

 

180 

132 

 

 

180 

132 

 

 

180 

132 

 

 

180 

132 

 

 

180 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、熊本県補助金 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 


